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日本企業の海外進出については、 1985 年のプラザ合意 3 を契機に円高が急速に進み(図
1 )、この歴史的な合意がその後の日本企業の海外進出を後押しすることになったといえ
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(出所)総務省統計局 「日本の統計 2009 年版」より作成


























表 1 外国企業の中国進出ランキング (2004 年売上高)
No. 企業名 売上向(万元) 外国側出資者
1 j鳴海錦精工業(深刻1) (有) 7,157,745 台湾・ j鳴海集団
2 摩托羅技(中国)電子(有) 6,450,363 米・モトローラ
3 上海恵普(有) 5,897,832 米 .HP
4 長城国際信息産品(深ガ11) (有) 4,668,480 米・ IBM
5 達豊(上海)電脳(有) 4,478,034 台湾・広達集団 CQUANTA)
6 一汽大衆汽車(有) 4,320,037 独・フオルクスワーゲン
7 上海上汽大衆汽車販売(有) 4,303,516 独・フオルクスワーゲン
8 上海通用汽車(有) 4,053,273 米 .GM
9 中海石油中国(有) 4,046,587 香港・ニューヨーク上場
10 上海大衆汽車(有) 3,789,351 独・フオルクスワーゲン
(出所) ~2006 年版 中国市場で成功する日系企業マーケティング戦略』側矢野経済研究所
63 
北原 恵
表 l によると、中国進出では、台湾の OEM メーカー「鴻海」を筆頭に、台湾やアメリカ、
ドイツの企業の進出が上位を占める。日本企業は 10 位以下に多数ランキングされていた。
表 2 日本企業の中国進出ランキング (2004 年売上高)
No. 企業名 形態 売上両(万元) 外国側出資者
1 広州本田汽車(有) 合弁 3,223,240 本田技研工業
2 東風本田発動機(有) 合弁 1,000,940 本田技研工業
3 佳能珠海(有) 独資 801 ,021 キヤノン他
4 無錫夏普電子元器件(有) 合弁 787,880 シャーフ
5 蘇什|愛普生(有) 独資 736,168 セイコーエプソン他
6 索尼電子(無錫) 独資 666,370 ソニー
7 日立顕示器件(蘇州) (有) 独資 651 ,605 日立ディス7。レイス守
8 愛普生技術(深力Ij) (有) 独資 6,38,389 セイコーエブ。ソン
9 寧波宝新不鋳鋼(有) 合弁 510,539 土井物産、他
10 佳能(中山)弁公設備(有) 独資 490,814 キヤノン




本が第 4 位に、「好きな電気製品生産国ランキング」では、日本は第 l 位にランキングさ
れている 40
表 3 家電ブランドの企業イメージ一覧 (Nニ6000、単位%)
比較項目 Panasonic SONY TOSHIBA SAMSUNG Haier 
信頼性がある 69.3 76.4 60.6 84.9 85.9 
親近感がある 60.0 67.7 49.9 78.9 85.4 
先進的である 75.4 83.6 68.3 87.7 85.7 
高級感がある 70.3 81.5 62.2 83.5 76.6 
格好いい 67.4 77.4 59.0 84.3 83.0 
製品の品質が高い 72.6 79.3 63.4 84.2 81.0 
販売力がある 69.9 80.3 60.0 86.4 85.7 
個性的で、ある 64.3 76.4 56.2 80.5 75.9 
優秀な人が多い 73.4 81.6 66.1 85.2 83.6 
経営者が優秀 71.9 79.5 63.3 85.0 85.4 
グローパル展開 79.7 86.5 72.4 88.4 83.6 
顧客重視 64.8 70.4 57.0 80.0 84.8 
地域密着型 55.7 63.1 48.3 71.1 80.0 
社会貢献・環境保護 47.6 52.0 43.2 59.0 70.4 
(出所) ~中国市場での企業ブランド戦略 2007~ より抜粋
(岡野村総合研究所・サーチナ総合研究所 2007 年 5 月 15 日発行)
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中国は 1978 年の中国共産党 11 期三中全国から郡小平主席の指導の下に、「改革開放路線」
を歩むことになった。 1992 年の部小平の南巡講話によって「先富論」が唱えられ、「社会
主義市場経済」をモデルに経済発展中心の政策に大きく転換された。その政策は次世代の





2001 年 3 月 15 日、第 9 期全国人民代表大会第四次会議で「中華人民共和国国民経済・































中国企業 外国企業 実施時期 内容 買収金額
上海電気 アキヤマ印刷製造 2003 年 1 月 買収に成功 20 億円超
聯想(レノボ) IBM (米) 2004 年末 パソコン部門の買収 6.5 億ドルの現金
に成功 と 6 億ドルの株




中国石油化工集団 アダ、ックス石油 石油・天然ガス買収 82.7 億
(シノベックグループ) (アフリカなどに カナダドル
権益保有)
CNOOC アンゴラ沖の海底 13 億ドル
中国石化 油田の権益 20%
中国投資有限責任公司 カナダ、・テック・リ 石炭、銅、亜鉛 15 億ドル
(CIC) ソーシズ 17.2%出資
中国有色鉱業集団 ザンピア・ルアンシ 銅鉱山に出資 4 {J意ドノレ
ャ銅鉱山
中国アルミ カナダの鉱業会社 2007 年 7 月 買収を発表
ベノレー・コツノ号ー
江西鋼業 カナダ、の鉱業会社 2007 年 12 月 買収を発表
中国五鉱有色金属 '^-lレ』ー・コツノ号』ー
中国アルミ 英豪資源大手 2008 年 2 月 12%の出資を発表
アルコア(米) リオ・ティント
江西鋼業 アフガニスタンの 2008 年 6 月 鉱山開発の投資を 43.9 億ドル
中国冶金科工集団 鉱山開発 発表














<中国企業の海外進出の時期> 大きく以下の 3 つの時期に分かれる。




②第二次海外投資の時期 (2001 年-2004 年)
民間企業主導での市場型進出の時期










































































2002 年に有限会社の形態で民間語学学校を設立した。日本滞在歴 13 年。
Z さんには、「中国語を学んで欲しいJ I 日中文化の交流の懸け橋になりたかった」とい
う強い思いがあった。この思いが、日本で思い切って独立起業することにつながった。最

























その実、外国人ビジネスマンが中国と接する際に、 14 つの AJ IPRCJ ということがい
われている。 14 つの AJ とは、「あせらずJ 1あわてずJ 1あなどらずJ 1あきらめず」と
いうことである。また、 IPRCJ とは「中華人民共和国 (People's Republic of China) J の



























































中国語を学ぶ人は 4.000 万人に達した 100 一方で、世界 127 カ国で約 237 万人の日本語学
習者が存在し、うち約 60 万人以上が中国で日本語を学んでいる 110 また、世界で日本語
学習人口が多い国々としては、①韓国:約 91 万人 (2007 ~ 2008 年)②中国:約 68 万人 (2006





などを学ぶために中国でも日本語を学ぶ人が多くなったという。 1930 年代後半から 1940
年代にかけては、抗日戦争、内戦の時期であったため東北地方(旧満州)を除いては日本
語教育が停滞したが、 1949 年の新中国成立後、 1950 年代以降は北京大学を中心に、日本
語教育が全国的に再開されていった。
そして、今日の中国における日本語教育の現状をみてみると、中国には日本語教育機関
が、 1 ，544 校存在する。大学など高等機関での日本語学習者は、全体の約 57% に上り、民





2007 年の応募者数は 25.4万人を超え、受験会場も 29 都市 59 会場に上っている 130 中国の
都市の中でも、上海の日本語学習者人口は中国でも首位を占めており、①上海市 84,666 
人 ②遼寧省 50，659 人 ③黒龍江省 29，153 人であり、実際、上海は日本語検定の受験
























(出所) r中国統計年鑑 2008 年版」より作成
このような来日留学生が急増している背景には、日本政府(文部科学省)が 1983 年か
ら進めてきた「留学生受入れ 10 万人計画」の後押しがあった。この目標は 2003 年 5 月に
達成され、当時、中国からの留学生の数が最も多く 70，814 人を記録し、後に韓国 (15，871 人)、
台湾 (4，235 人)と続いた。さらに、日本政府は、 2008 年には「留学生 30 万人計画」を打
ち出し、日本を世界により聞かれた固とし、アジア、世界の聞のヒト・モノ・カネ、情報







劉新芝は、 1950 年に中国は第一団の東欧諸国からの 33 名の留学生を受け入れたのを皮
切りに、中国に留学する留学生の教育は第一期: 1950 年~ 1977 年の改革開放前と第二期:
1978 年~現在の改革開放後の 2 つの時期に分けられると述べる 150





40% を超えるようになった。 2002 年には世界 175 カ国の国々から 85，000 人の外国人留学




















と提携、 2004 年 11 月中旬に人材育成センターを開設した。また、パナソニック株式会社(旧
松下電器産業株式会社)では、 1998 年に「松下奨学金制度」を設立。アジア各国から累計





会社である「松下電器(中国)有限公司」は、 2004 年 9 月、中国人幹部を育成するために
北京大学のビジネススクールである「光華管理学院」と提携し、同学院ではパナソニック
















中国の GDP 総額は 2007 年にドイツを抜き、中国は米国、日本に次ぐ世界第三位の経済
大国として頭角を現すようになった 19。そして、 2010 年に中国の GDP 総額は日本を越え















. r中国進出企業の人材活用と人事戦略J ジ、ェトロ 2005 年 10 月 31 日
. r中国の人事・労務トレンドと展望J ロッシェル・カップ 2004 年 9 月 30 日
・『中国企業の国際化戦略J ジェトロ 2007 年 3 月 14 日
. r中国企業の国際化戦略「走出去J 政策と主要 7 杜の新興市場開拓』
ジェトロ 2007 年 7 月 14 日
. r中国市場での企業ブランド戦略 2007j 附野村総合研究所・サーチナ総合研究所
2007 年 5 月 15 日
-稲垣清 『中国進出企業地図 日系企業・業種別篇』 蒼蒼社 2006 年 7 月 10 日
・超暁震 『中国における日系企業の人的管理についての分析』 白桃書房 2002 年
・伊藤元重『日中関係の経済分析』 東洋経済新報社 2003 年 3 月 13 日
-劉新芝「中国新時代的来華留学生教育一一以北京大学為例J r外国語教育研究 第 11 号J
2006 年 3 月
・ルシアン .w ・パイ著 園田茂人 訳『中国人の交渉スタイル』 大修館書店
1993 年 3 月 25 日
-郎永漢 『日本人と中国人』 中央公論社 1996 年 2 月
・田中修『中国第十次五ヵ年計画』 蒼蒼杜 2001 年 7 月
-大塚友美『国際労働移動の政治経済学j 税務経理協会 1993 年
・嘉治元郎『国際経済関係J 東京大学出版会 1990 年
-後藤純一『国際労働経済学j 東洋経済新聞社 1988 年
[註]
1 大塚友美『国際労働移動の政治経済学』 税務経理協会 1993 年 p.8 
嘉治元郎『国際経済関係j 東京大学出版会 1990 年 p.49 
後藤純一『国際労働経済学』 東洋経済新聞社 1988 年 p.8-p.lO 
2 2008 年 9 月 15 日にアメリカ大手証券会社リーマン・ブラザーズが経営破綻し、世界経済に与えた衝撃
のこと。リーマン・ブラザーズは、サブプライムローン問題などの影響で、経営が悪化した。
3 プラザ合意 (Plaza Accord) とは、 1985 年 9 月 22 日にアメリカのニューヨークで先進 5 ヶ国蔵相会議
が開催され、対外貿易不均衡是正のための協調合意を目的とし、会議では、アメリカの対日貿易赤字是
正のために、円高・ドル安政策が採られた。
4 r中国語ネーミング開発ハンドブック J 博報創名プロジェクト著
ちなみに、「中国の発展に重要な国ランキングj の総体的評価では、 l 位米国 (48.7%) 、 2 位 フラ
ンス (16.3%) 、 3 位 ドイツ (10.7%) 、 4位イギリス (10.3%) 、 5 位ロシア (5.3%) 、 6位日本 (4.7%) 、
7 位韓国 (4.0%) の結果となっている。
5 原文は、『中国経済体制改革年鑑 (200か-2001 巻).] p. 4 に掲載。














7 酒向浩二「第 4 章 中国企業の対外 M&A 戦略J r中国企業の国際化戦略「走出去」政策と主要 7 社の
新興市場開拓J ジ、エトロ(日本貿易振興機構) 2007 年 7 月 14 日
8 三洋電機と Haier 集団、松下電器と TCL、住友商事と海信(ハイセンス)の例などがある。
9 趨暁震『中国における日系企業の人的管理についての分析』白桃書房 p.89 
日系企業が直面する問題について、母数 166 件の回答によるアンケート調査の結果、「労務、人事管理」
に次いで多い課題は、「諸費用、物価の高騰J I生産、品質管理J I資材調達J I法規・制度の未整備J I中
国側パートナーとの関係J I税制問題」などであった。
lO 日本経済新聞 2009 年 3 月 13 日
1 国際交流基金の調査より
12 国際交流基金のホームページを参考に、筆者がデータを整理。
http://www.jpf.go.jp/j/japanese/ survey / country /2007 -2008/ china.html 
13 国際交流基金のホームページより
http・/ www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country /2007-2008/ china.html 
日本語に関する検定試験については、他に日本貿易振興機構および中国教育部海外試験センターが実
施している IBJT ビジネス日本語能力テスト」などがある。
14 伊藤元重『日中関係の経済分析』 東洋経済新報社 2003 年 3 月 13 日 p.78-p.79 
15 劉新芝「中国新時代的来華留学生教育一一以北京大学為例J r外国語教育研究 第 11 号』
2006 年 3 月 p.41- p.42 
16 r中国進出企業の人材活用と人事戦略』 ジェトロ 2005 年lO月 31 日 p.3 
17 r中国進出企業の人材活用と人事戦略』 ジェトロ 2005 年lO月 31 日 p.21 
18 日本経済新聞 2009 年 7 月 25 日
19 日本経済新聞 2009 年 3 月lO日
(奈良産業大学 ビジネス学部非常勤講師平成 20 年度「中国ビジネス・業界別編」担当)
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